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第４章 まとめ 

第１節 成果 

 １－１ 成果物 

本調査研究の具体的な成果物は次のとおりである。（巻末資料参照） 
１）「人材育成能力の強化プロセス」 
２）訓練プログラム（モデルカリキュラム群）（巻末資料４） 

①「計画的・意図的・効率的・継続的な人材育成（ＯＪＴ）概論」コー

ス 
②「能力開発の明確化」～何を教えればよいかわからない～コース 
③「指導技法習得」～教え方がわからない～コース 
④「企業に対する人材育成システムの導入支援概論」コース 

３）支援ツール群（巻末資料３） 
①人材育成プロジェクト上申提案ワークシート 
②標準作業書 
③標準作業指導書 
④スキル（技能）マップ【個人用】 
⑤スキル（技能）マップ【部門用】 
⑥指導（ＯＪＴ）計画書 
⑦標準作業体系 

４）実施検証事例 
 

 １－２ プロセスと道具立ての重視 

本調査研究では、「人材育成能力の強化プロセス」と訓練プログラム、支援

ツールなどを整理した。これは、企業ごとにＯＪＴの状況が異なるため一般

論よりも具体的で、かつ汎用性を両立させることを重視したためである。Ｉ

ＳＯのマネジメントシステムのようにプロセスを重視し、各段階を支援ツー

ルで補う、一連のＯＪＴの仕組みとして標準化し整理した。 
 

１－３ 部分適用・カスタマイズの支援 

「人材育成能力の強化プロセス」と訓練プログラム、支援ツールなどにつ

いては、状況に合わせた部分適用やタイミングなど弾力的な活用も必要とな

ることから、全体像を把握した上で適宜支援を行う者が必要となる。社内に

人材育成のノウハウが確立していない企業を支援するという場面では、「企業

の教育訓練担当者を育成する指導員」として公共職業能力開発機関や民間教

育機関などがその役割を担うことが臨まれる。 
支援を仰ぐ際に重要なことは、専門家まかせにならず、専門家の支援が無

くなっても自立・適用できるように、積極的に参画しそのノウハウを吸収し

継続していくことが重要である。具体的には、プロセスやツールに注目し、

自分たちの手で自社向けのプロセスやツールへと改善させていかなければ、

負担が大きい割になかなか効果が出ないといった悪循環に陥り導入前の状態

－60－



に戻ってしまう。 
中小企業では、ＯＪＴ指導法なども確立されていない状況が多いこと、い

きなり大企業のような高度で複雑な仕組みを必要としていないことなどから、

本調査研究で提案している支援ツールなどについても、一度に全て導入しよ

うとすると負担が大きく、また消化不良となってしまう事も考えられる。そ

こで、第３章で紹介した実施検証の内容が、「計画的・意図的・効率的・継続

的ＯＪＴ」のひとつの最小パッケージとして活用できる。このパッケージは

負担が少なく、かつＩＳＯ９００１の要求事項にも対応するためメリットも

大きく取り組みやすいものである。まず使ってみる事が重要であり、自分た

ちが対応できる部分から始めていき、使っていく中で支援ツールの役割や効

果を再認識し、継続していく中で新たな課題に気づき、自ら支援ツールの追

加やカスタマイズなど改善・運用を起こすようになる。 
 

１－４ 人材育成能力の強化の最小パッケージの提案 

今回実施検証を行ったプログラム構成については、概ね３ヶ月という短期

間で実施され内容も限定された。しかしながら、協力企業の熱心な取り組み

もあり一定の成果を上げられたこと、「人材育成能力の強化プロセス」の中核

部分であったこと、現場のＯＪＴを改善し動機付けに対し大きな効果があっ

たことから、ひとかたまりのプログラムとして活用できる。 
また、「人材育成能力の強化プロセス」フェイズ０での経営者などへの啓発

活動として、この最小パッケージと取組み事例を紹介することで、取り組み

たくても具体的な方法がわからなかった経営者自身の動機付けや契機につな

がる。 
 

テーマ：人材育成能力の強化
①「教える内容がわからない」

②「教え方がわからない」

講義：人材育成の必要性、教育訓練とは
管理者の基本的な役割、ＯＪＴの再認識
※参加者の人材育成に対する意識合わせ

①標準作業の洗い出し
ＣＵＤＢＡＳ

適
用
実
習

②能力評価チェックリスト
個人の保有能力を確認

④標準作業書（指導票）
指導マニュアル

③能力(能力)マップ
メンバーの保有能力一覧

⑤実技指導の４段階
ＴＷＩ－ＪＩ

部 課

標準時間

４０分以下 43分 ４５分以上

Ａ Ｂ Ｃ

標準
時間
(分)

安全確認 5分 ①

②

③

④

１.　条件調整 25分 ①

②

③

④

⑤

⑥

２.　良否判定 5分 ①

②

③

３.　記　録 5分 ①

②

４.　整　頓 3分 ①

②

作　業　標　準　書
標準作業Ｎｏ. １－１ 指導年月日

職　場　名 製造 第一製造

標準作業名 不具合発生時の条件調整 43分

到達の目安標準作業の
到達目標

（評価ポイント）
作業時間

不具合修正が出来る

条件調整により製品の不具合現象を修正し、発生率を抑える。

将来の目標 あらゆる成形上の不具合内容を改善できる。

作成者 更新者氏名・年月日

安全留意事項

準備する機材・道具

条件変更時のオーバーパックや変更後の新たな成形不良の有無要確認。

安全(指導)のポイント
(カン・コツ・急所)

手順

シリンダー温度が適正に上昇しているか確認。

作業内容

金型温度が設定温度まで上昇しているか確認。

滞留している樹脂のパージ

③項で設定したﾎﾟｲﾝﾄＡからﾎﾟｲﾝﾄB迄の射出圧力と

設定する。

シリンダーを前進させてノズルタッチする

不具合部位の距離の目安を付けるために現在の

計量範囲の半分の樹脂量だけ充填させてみる。

設定を移行する。

・設定する数値を極端に変えて見ることも

発生部位の実際の距離を確認する。切り替え位置を

増減させて充填量を変更し、不具合部位の距離を

確認する。

発生部位の距離が分かったら、その手前５～１０ｍｍ

（追加ﾎﾟｲﾝﾄ Ａ）位の位置から不具合部位を

５～１０ｍｍ(追加ﾎﾟｲﾝﾄ Ｂ)越えた所迄の距離を

射出段数を１段増やす。不具合部位以降の当初の

設定値は、③項で設定した(追加ﾎﾟｲﾝﾄ Ｂ)以降に

射出速度を設定して不具合改善。（速度ＵＰ ｏｒ

速度DOWN）不具合症状が解消される条件を絞り込む。

問題が解決されない時は金型修正も含めて検討する。

外観確認サンプルとの比較確認。

製品重量の変化がないか確認。

依頼を行う。

 ないよう十分注意して取り外すこと。

・「成形不良と対策」参照

変更した条件を「成形条件表」に赤ペンで記録すること。

成形機の内部メモリーに新条件の上書き保存を行う事。

パージしたダンゴの整理。

条件調整中の製品を、定位置に廃棄すること。

検査課へ変更理由と内容を伝えた上で、良品判定の

・重量管理数値の範囲内であること。

・条件変更したことにより、他の場所に

 変化が生じていないか要チェック。

・充填時間、圧力、残量の変化等記録を

 忘れないこと。

・樹脂の分解や、変色が無いか確認

・充填不足によるキャビ側張り付きに注意

 する。張り付いた時は、金型に傷を付け

 改善のヒント。

・充填時間の変化、残量の変化は

 要チェック。

職務分析と能力マップ ○　；　できる ●　；　できない

職　　務

職能（作業）

作業者名

1 A ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

2 B ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

3 C ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

4 D ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

5 E ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

6 F ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

7 G ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

8 H ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

9 I ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

10 J ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

11 K ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

12 L ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

13 M ● ● ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ● ●

14

15

材料替え 材料乾燥修理・メンテナンス

樹
脂
材
の
適
正
温
度
の
把
握

パ
ー

ジ
材
料
の
種
類
把
握

ス
ラ
イ
ド
を
外
し
て
の
洗
浄
作
業

ド
ラ
イ
ヤ
ー

の
温
度
設
定

安
全
な
ク
レ
ー

ン
操
作

Ｐ
Ｌ
の
洗
浄
と
グ
リ
ス
Ｕ
Ｐ

金
型
の
カ
ジ
リ
修
理

材
料
の
乾
燥
温
度
の
把
握

ド
ラ
イ
ヤ
ー

の
清
掃
実
施

金型交換
金
型
交
換
作
業

金
型
構
造
に
関
す
る
知
識

シ
リ
ン
ダ
ー

特
有
の
ク
レ
ー

ン
作
業

金
型
を
バ
ラ
し
て
駒
替
え
作
業

自
動
取
り
出
し
の
テ
ィ
ー

チ
ン
グ
作
業

チ
ャ
ッ
ク
ミ
ス
の
修
正
作
業

交
換
作
業

Ｎｏ.

条件だし 生産スタート
生
産
ス
タ
ー

ト

不
具
合
発
生
時
の
条
件
調
整

不
具
合
現
象
の
原
因
追
及

サ
ン
プ
ル
と
比
較
し
て
良
否
判
定

メ
モ
リ
ー

条
件
呼
び
出
し

自動機セット シリンダー交換＊　判断基準

５： 自分だけで十分に出来るし、詳しく知っている。発展させ、工夫や改善も出来る

４： かなり良く出来る方だし、良く知っている。

３： 誰の支援が無くても自分一人で一応は出来る。ある程度の仕事は任せてもらってこなせる。

２： あまり知らないし、出来ない。先輩や周りで支援されれば何とか出来る。

１： 自分一人では全く出来ないのだけれど多少の経験や知識はある。誰かに支援してもらわないと不安。

年齢

Ｎｏ. 要求水準

１－１ Ａ 1 2 3 4 5

１－２ Ａ 1 2 3 4 5

１－３ Ａ 1 2 3 4 5

１－４ Ａ 1 2 3 4 5

２－１ Ａ 1 2 3 4 5

２－２ Ａ 1 2 3 4 5

２－３ Ａ 1 2 3 4 5

２－４ Ａ 1 2 3 4 5

２－５ Ａ 1 2 3 4 5

３－１ Ａ 1 2 3 4 5

３－２ Ａ 1 2 3 4 5

３－３ Ａ 1 2 3 4 5

４－１ Ａ 1 2 3 4 5

４－２ Ａ 1 2 3 4 5

４－３ Ａ 1 2 3 4 5

４－４ Ａ 1 2 3 4 5

４－５ Ａ 1 2 3 4 5

５－１ Ａ 1 2 3 4 5

５－２ Ａ 1 2 3 4 5

５－３ Ａ 1 2 3 4 5

６－１ Ａ 1 2 3 4 5

６－２ Ａ 1 2 3 4 5

６－３ Ａ 1 2 3 4 5

６－４ Ａ 1 2 3 4 5

６－５ Ａ 1 2 3 4 5

６－６ Ｂ 1 2 3 4 5

７－１ Ａ 1 2 3 4 5

７－２ Ａ 1 2 3 4 5

技能評価リスト

保有水準能力・資質項目

所属部署 評価年月日

不具合発生時の条件調整が出来る

製品がどのように作られるか？異常が発生しやすい部位を特定できる

不具合現象の発生原因を見極められる

材料替え時に効率的で確実に色替えを行うことが出来る

氏名経験年数

製品の良否判定が出来る

生産スタート出来る

成形者のレベルに応じた業務配置を行える

現品相違が発生しにくい作業現場作りが出来る

L/R製品がセットで生産される時に現品相違が発生し易い事を知っている

ミニホッパーの清掃が確実に出来る

材料グレード毎にシリンダー温度が違うことを知っている

作業効率を考えて作業指導を行うことが出来る

金型への効率的な温調配管を知っている。

金型構造について十分な知識を持っている

金型の異常を的確に判断し、修理を行うことが出来る

金型のメンテナンスが出来る

正確な金型修正指示が出来る

製品形状を見て金型の構造が理解できる。

金型不具合に関する知識がある

ドライヤー掃除が確実に出来る

材料グレード毎に乾燥温度が違うことを知っている

ドライヤーの温度設定が出来る

安全なクレーン操作が出来る

金型交換を的確に行うことが出来る

正確な駒替え作業が出来る

自動機のセットが出来る

自動機が設備に接触しない安全な作業が出来る

特殊構造の金型交換が出来る

必要能力・資質リスト　

1 Ａ 1 -1 Ａ 1 -2 Ａ 1 -3 Ａ 1 -4 Ａ 1 -5 1 -6 1 -7

2 Ａ 2 -1 Ａ 2 -2 Ａ 2 -3 Ａ 2 -4 Ａ 2 -5 Ａ 2 -6 2 -7

3 Ａ 3 -1 Ａ 3 -2 Ａ 3 -3 Ａ 3 -4 3 -5 3 -6 3 -7

4 Ａ 4 -1 Ａ 4 -2 Ａ 4 -3 Ａ 4 -4 Ａ 4 -5 Ａ 4 -6 4 -7

5 Ｂ 5 -1 Ａ 5 -2 Ａ 5 -3 Ａ 5 -4 5 -5 5 -6 5 -7

6 Ｂ 6 -1 Ａ 6 -2 Ａ 6 -3 Ａ 6 -4 Ａ 6 -5 Ａ 6 -6 Ｂ 6 -7

７ Ｂ 7 -1 Ａ 7 -2 Ａ 7 -3 Ａ 7 -4 7 -5 7 -6 7 -7

8 Ｂ 8 -1 Ａ 8 -2 Ａ 8 -3 Ａ 8 -4 Ａ 8 -5 Ａ 8 -6 Ｂ 8 -7 Ｂ

9 Ｃ 9 -1 Ｂ 9 -2 Ｂ 9 -3 Ｂ 9 -4 Ｂ 9 -5 Ｂ 9 -6 Ｂ 9 -7

ｼﾘﾝﾀﾞｰ交換時のク
レーン操作が難し
いことを知ってい
る

作業環境の改善・
工夫を部下と一緒
に出来る

他部署の業務を大
まか把握している

配線ミスにより正
常に温度が上がら
なくなることを
知っている

ｼﾘﾝﾀﾞｰ取り付け時
に対角でﾎﾞﾙﾄを締
めることを知って
いる

金型構造について
十分な知識を持っ
ている

正確な駒替え作業
が出来る

特殊構造の金型交
換が出来る

過去の自分の経験
を事例として説明
することが出来る

顧客立ち会いでの
ＴＲＹ・打ち合わ
せが出来る

ｼﾘﾝﾀﾞｰを降ろす時には
ﾊﾟｰｼﾞ材を投入してお
かないと異物が発生す
る事を知っている

修理・メンテナンス

緊急時の対応・判
断・処置が出来る

その他

分からないことは
恥ずかしがらずに
聞くことが出来る

シリンダー交換

シリンダー交換作
業が出来る。

シリンダー交換に
関する知識がある

材料グレード毎に
シリンダー温度が
違うことを知って
いる

自動機セット

金型交換

安全なクレーン操
作が出来る

金型交換を的確に
行うことが出来る

金型への効率的な
温調配管を知って
いる。

金型の異常を的確
に判断し、修理を
行うことが出来る

金型のメンテナン
スが出来る

正確な金型修正指
示が出来る

自動機のセットが
出来る

自動機が設備に接
触しない安全な作
業が出来る

セッティング時に位
置ズレすると製品に
不具合が発生する事
を知っている

材料乾燥

ドライヤー掃除が
確実に出来る

材料グレード毎に
乾燥温度が違うこ
とを知っている

ドライヤーの温度
設定が出来る

材料替え

ミニホッパーの清
掃が確実に出来る

材料グレード毎に
シリンダー温度が
違うことを知って
いる

材料替え時に効率
的で確実に色替え
を行うことが出来
る

製品形状を見て金
型の構造が理解で
きる。

金型不具合に関す
る知識がある

能力-１ 能力-２

製品がどのように
作られるか？異常
が発生しやすい部
位を特定できる

能力-７能力-５ 能力-６

条件出し

仕事

不具合発生時の条
件調整が出来る

生産スタート

生産スタート出来
る

成形者のレベルに
応じた業務配置を
行える

能力-３

不具合現象の発生
原因を見極められ
る

現品相違が発生し
にくい作業現場作
りが出来る

能力-４

製品の良否判定が
出来る

L/R製品がセット
で生産される時に
現品相違が発生し
易い事を知ってい

作業効率を考えて
作業指導を行うこ
とが出来る

 
図 ４―１ 人材育成能力の強化の最小パッケージの概略図 
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第２節 今後の課題 

２－１ ＯＪＴ指導者の課題 

（１） 教育者・指導者としての心構え 

本調査研究では、ＯＪＴの仕組みづくりについて研究を進めてきたが、検

証を通じて管理監督者・リーダーとして、以下の心構えが訓練効果を大きく

左右することを再認識した。この心構えを受講対象者に如何に気づいてもら

うか大きなポイントである。 
・ 人材育成・教育訓練の意義や部下育成の必要性などの動機付け・意識

合わせが重要であること 
・ 部下育成を通じて指導者本人も様々なことに気づき、部下と一緒に成

長すること 
・ ＴＷＩ研修の「相手が覚えていないのは、自分が教えなかったのだ」

という言葉に象徴されるように自分自身が部下育成に対しする責任

感・役割を認識すること 
・ ＯＪＴ指導者は、人材育成のマザーマシンとしての役割を担うこと 
・ 部下の成長により、プレイングマネージャとして現場を走り回ってい

る指導者自身も大きな恩恵を受けること 
・ 部下が成長し後継者を育成しなければ企業が衰退してしまうこと 

（２） 態度教育、企業風土・企業ＤＮＡの継承 

本調査研究は、部下育成・技能移転としての仕事・作業に注目し、標準作

業書やスキルマップなど活用して仕事・作業を伝えることを中心に整理して

いるが、その中にはおのずと態度教育の要素も含まれてくる。一流の技能者

は、テクニカルスキルが長けていることは当然であるが、態度や部下育成な

どの人間的な面でも一流であり、企業文化の継承・発展の中心的な役割を担

う者である。態度教育も含めて、後継者として、組織人として、人としての

成長も大事なことである。 
 
２－２ 企業側の課題 

（１） 経営幹部によるコミットメント、処遇、環境作り 

経営幹部は、人材育成を推進・統括する者として意思表明を継続的に行い、

全従業員に人材育成・教育訓練を重要な仕事として認知させ、環境作りするこ

とが求められる。 
環境作りの具体例 

・ トレーナー認定制度などの社内資格による役割の明確化 
・ トレーナー認定などの社内資格に対する職務手当 
・ 部下育成に関する教育を昇進要件とすること 
・ 「標準作業書」作成に対する報酬 
・ 就業時間の中で教育訓練の時間の割り当て 
・ 終業後の教育訓練に対する残業代の手当て 
など 
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（２） 人材育成担当者の役割と必要性 

人材育成は、その成果が短期的に現出し難いことから継続して改善・拡充し

ていくことが必要である。しかし、現場の従業員は日常の生産活動に追われて

いく中で、徐々に人材育成に対する意識が薄れ「計画的・意図的・効率的・継

続的ＯＪＴ」の品質が落ちてしまう。ＯＪＴ品質の劣化を防ぐためにも、継続

的に社内全体の人材育成を推進・マネジメントする者が必要となる。 
 さらに、人材育成に対する全従業員の意識をかえること、人を育てる企業

風土を築き上げることについては、方向性を保ちながら長期的な視点で臨ま

なければならない。また、企業理念や経営戦略などを反映させた長期的人材

育成戦略を確立しつつ、環境変化が激しい状況下で短期的な弾力的対応も必

要になる。この長期的人材育成戦略と短期人材育成計画を統括する役割も担

う。 
（３） 現実問題としての人材育成担当者の配置 

そもそも人材育成に関する専門性を持つ人材が、企業の中にいない状況が考

えられ、新たに採用を検討しても職業訓練指導員免許保持者や人事労務経験者

などが対象となるが、応募見込みや人件費など現実問題としても難しいと考え

られる。 
ひとつ方策としては、企業の実情を知り尽くしている従業員の中から専任者

として任命し、公共職業能力開発施設や教育訓練機関の支援を仰ぎつつ、その

ノウハウを吸収し、将来、全ての事業部門に対して人材育成を推進する社内人

材育成コンサルタントとして育成する方法がある。 
 

２－３ 支援を提供する側の課題 

支援を提供する側としては、公共職業能力開発練施設や都道府県の能力開発協会

や民間教育機関などがある。これらの者は、職業訓練・技術教育には長けているが、

企業活動の実情や様々な業種に対応する専門知識も少ないため、以下の内容につい

て理解を深め、支援対象となる企業の実態をとらえることが重要である。 
・ 企業・経営者の理解 
・ 人材育成プロセスのコンサルティング 
・ 対象企業に応じた支援の適用・カスタマイズ 
・ 企業の実態の把握 
・ 生産活動に関する周辺知識（ものづくりの一般常識：５Ｓ，ＱＣ、ト

ヨタ生産方式など） 
・ ＩＳＯ関連知識 

 
２－４ 今後調査研究が必要な課題 

（１）人材育成能力の強化プロセスの継続支援 

   企業風土・企業文化として根付くには、長期的な取組みが必要である。今回は

一部門の４名のリーダーだけであったため、企業風土を変革するには、同様の教

育を受けた賛同者の増員や種々のフォローアップが必要である。 

－63－



（２）「カン・コツ・急所」の抽出方法 

今回の調査研究では、全体最適・底上げとしてのＯＪＴを想定しているが、高度

熟練技能・匠の仕事・作業を対象とすれば、技能伝承のツールとしても有益である。

熟練工の作業をビデオ撮影し、映像を見ながら本人に聞き取りを行いカン・コツを

抽出するなど種々の方法があるが、簡易な方法が確立できれば良い。 
（３）ＩＳＯとの親和性の強化 

    ＩＳＯの認証取得や監査に対応するための支援ツールの改善やサンプルの拡充。 
  （４）「人材育成能力の強化プロセス」フェイズ４―１「仕事の明確化」の手法 

職務分析の手法として、検証ではＣＵＤＢＡＳを活用したが、当機構の生涯職業

能力開発体系や中央職業能力開発協会が公開している職業能力評価基準などのデ

ータベースの活用したアプローチについて具体的な適用について検討したい。 
 

第３節 今後の展望・展開方法の提案 

  ３－１ 公共職業能力開発機関としての展開 

企業においては、生産機械がフル稼働していることや機械が故障するリスクを

想定すると練習用に生産機械を割り当てることが難しい状況にある。そこで、公

共職業能力開発施設等に設置されている実習用生産機械を活用し、自社の生産を

止めることなく実機を使ったＯＪＴのロールプレイング、シミュレーションを行

うことが可能である。 
（１）地域事業主団体・経営者団体を通じての意識啓発 

地域の事業主団体、商工会議所、工業団地などを通じての講演活動や各都道府県

の能力開発協会が実施する能力開発推進者適応講習会やイベントでの講演による

経営者層への啓発活動などを通じて、人材育成で困っており具体的な解決策を欲し

ている企業に届ける活動が重要である。 
 （２）具体的な展開方法としての考察 

調査研究当初の構想としては、複数企業からの参加者を集め当機構のポリテクセ

ンターを会場とした形態を想定していたが、参加者の技術要素の最大公約数を求め

ることとなるため、一般論となり現場との乖離が大きくなることなど、調査研究を

進めるに従い企業とっての有益性を優先したことから、個別企業を対象とする形態

を選択した。 
異業種の参加者が集まった場合の具体的な乖離としては、標準作業書や標準作業

指導書作成演習時に各々の業種で異なる題材を取り上げるため、専門性の違いなど

から理解や研修進行の障害となることが考えられる。 
しかし、業種団体・業種組合など業種を限定した範囲であれば、専門知識に対す

る認識が近いことから取り上げる題材を共通化でき、複数の企業からの参加でも対

応できると考える。 
 
 

３－２ その他の展開 

（１）職業能力開発総合大学校での展開 
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職業訓練の総本山として、職業訓練指導員養成やその向上訓練の役割をになう職

業能力開発総合大学校の研修課程としての活用などが見込まれる。 
① 職業訓練指導員の向上研修、再訓練：自治体の職業訓練校や認定職業訓練施

設などの職業訓練指導員に対する向上訓練としての展開 
② 企業の人材育成担当者や企業内インストラクターへの研修：民間企業の人材

育成担当者や研修センター指導員などへの展開 
（２）実践型人材養成システム（実習併用職業訓練） 

「『認定企業との雇用関係の下での実習（ＯＪＴ）』と『教育訓練機関での現場ニ

ーズに即した学習』とを組み合わせて行うことにより、実践的な技能・知識を備え

た職業人となることを目指す新しい訓練システム」である。認定を受けることによ

り教育訓練に関する助成などの支援を受けることができる。 
この実践型人材養成システムでは企業に対して以下の措置が求められている。 

◎事業主が講ずべき措置  
・ ＯＪＴと座学を相互に密接に関連付けて実施すること 
・ 訓練の期間、内容、評価方法等について教育訓練機関と十分に協議すること 
・ 訓練を担当する者を選任し、教育訓練機関との緊密な連携体制を整えること  
・ 訓練の内容や費用の負担その他訓練の実施に関する事項を明らかにする書

面を、事前に訓練を受けようとする者に交付すること。  
・ 評価の方法は客観的かつ公正な基準によって行われるものとすること 

本調査研究で報告している支援ツールなどの活用によって具体的な対応を図るこ

とができる。 
 

第４節 まとめ 

事業主の人材育成能力の強化について、「ＯＪＴの標準化・平準化・構造化」、

「計画的・意図的・効率的・継続的なＯＪＴ」を切り口に調査研究を展開してき

た。その中でＯＪＴは、企業・現場・人により内容が異なっており、カン・コツ・

急所といった技能要素や態度教育が複雑に絡み合い具体的な標準化が困難である。

しかしながら、ある程度の汎用性を持たせつつ、個々の企業への円滑な適用を支

援するために「人材育成能力の強化プロセス」、訓練プログラムや支援ツールな

どを一定レベルでＯＪＴを標準化し整理できた。 

品質管理活動と同様に人材育成・教育訓練に関しても「見える化」、「標準化」

が重要であり、単に生産性が向上するだけでなく、人が関与する様々な問題の解

決や風通しの良い職場づくりの契機となるものである。 

本調査研究の成果については、個々の企業の置かれている状況が異なることな

どから、継続的に調査研究・検証を重ねる必要はあるが、「事業主の人材育成能

力の強化」の基本計画案・実施原案として充分に機能するものである。「人が成

長し、企業が成長する企業風土」醸成の契機として、本成果を原案として適用・

改善・改良し、長期的な取組みとして活用いただければ幸いである。 
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